
（１）標準修業年限
・３年（法学の基礎を学んだ法学既修者※は２年）
※法学既修者：法科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識を有する者
→１年在学期間短縮、30単位を修得単位認定

（２）修了要件
・93単位以上

（３）教員組織
・必要専任教員中の２割以上は実務家教員※

※実務家教員：専攻分野における実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者
（専門職大学院設置基準第５条第４項）

（４）教育内容
・少人数教育が基本（法律基本科目は50人以下）
・双方向・多方向に行われる討論や質疑応答等
・将来の法曹として実務に必要な学識及びその応用能力、法律に関する実務の基礎的素養を涵養
・授業科目

法律基本科目 基礎科目：30単位以上 応用科目:18単位以上
（憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑法及び刑事訴訟法に関する分野の科目）
法律実務基礎科目 10単位以上
（法曹としての技能及び責任その他の法律実務に関する基礎的な分野の科目）
基礎法学・隣接科目 ４単位以上
（基礎法学に関する分野又は法学と関連を有する分野の科目）
展開・先端科目 12単位以上

（先端的な法領域に関する科目その他の実定法に関する多様な分野の科目であって、 法律基本科目以外のものをいう。）
（5）学 位
・法務博士（専門職）

（６）認証評価
・教育課程や教員組織等の教育研究活動の状況について、文部科学大臣より認証を受けた認証評価団体の
評価を５年以内ごとに受審することを義務づけ、教育の質保証を図る仕組みを担保。

法科大学院制度の概要
平成１３年６月の司法制度改革審議会意見書の提言を踏まえ、法学教育・司法試験・
司法修習を有機的に連携させた「プロセス」としての法曹養成制度の中核的教育機関として、
平成１６年度より法科大学院制度を創設。

制度の概要

学校教育法上の目的
（大学院及び専門職大学院の目的）
第九十九条
２ 大学院のうち、学術の理論及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められる職業を
担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とするものは、専門職大学院とする。

設置基準上の課程
（法科大学院の課程）
第十八条 第二条第一項の専門職学位課程のうち専ら法曹養成のための教育を
行うことを目的とするものを置く専門職大学院は、当該課程に関し、法科大学院とする。



法科大学院制度の概要
経緯

■平成11年 司法制度改革審議会設置

■平成13年 司法制度改革審議会意見書
・今後の法曹人口、法曹養成の在り方について提言。
・新司法試験合格者数の年間3,000人達成を目指す。
・法科大学院を中核とした法学教育・司法試験・司法修習を有機的に
連携させた「プロセス」としての法曹養成制度を整備。

■平成14年 中央教育審議会「法科大学院の設置基準等について（答申）」

■平成15年 学校教育法改正、法科大学院の教育と司法試験等の連携等に
関する法律成立

■平成16年 法科大学院開設
・その後、中教審にて法科大学院教育の質の向上、更なる充実等について審議。
・各校ともに入学定員や組織の見直しに努める。

■平成25年 法曹養成制度関係閣僚会議決定
「法曹養成制度改革の推進について」

■平成27年 法曹養成制度改革推進会議決定
「法曹養成制度改革の更なる推進について」

・法曹人口1,500人程度は輩出されるよう、必要な取組を行う。
・平成27年度から30年度を法科大学院集中改革期間と位置づけ、
教育の質の向上。

■令和元年
法科大学院の教育と司法試験等の連携等に関する法律等の一部改正
➀ 法科大学院における教育の充実
② 法学部３年（法曹コース・早期卒業）＋法科大学院２年の
プロセスを幹とする制度改正

③ 法科大学院の定員を管理
④ 司法試験受験資格の見直し等（法科大学院在学中受験資格の導入）

■令和2年 「３＋２」法曹コース開始



修士課程
専門職学位課程

専門職大学院 法科大学院 教職大学院

目 的
研究者の養成

高度専門職業人の養成
高度専門職業人の養成

標準修業年
限

２年 ２年 ３年 ２年

修 了 要 件
30単位以上
修士論文作成
（研究指導）

30単位以上 93単位以上
45単位以上

（うち10単位以上は
学校等での実習）

専
任
教
員

必置
教員

－
修士課程を担当する研究指導教員数の1.5倍の数

＋研究指導補助教員数

兼務
学士課程及び一個の専攻に
限り、博士課程（一貫制又
は後期）との兼務可能

[恒常的措置]
博士後期課程との兼務に加え、必置教員数のうち算定の基礎
となる修士課程の必要教員数までの範囲内で学士課程との兼
務可能

[移行措置]
上記に加え、必置教員数のうち算定の基礎となる修士課程の
必要教員数までの範囲内で修士課程等との兼務可能（新たに
専門職大学院を設置する場合のみ設置後5年間）

実務家教員 － ３割以上 ２割以上 ４割以上

授 業 方 法 －

・事例研究
・現地調査
・双方向・多方
向に行われる討
論・質疑応答

①同左
②少人数教育が
基本
（法律基本科目は50人
以下）

①同左
②学校実習・共通科
目：必修

教育課程連
携 協 議 会

－

社会（出口）との連携を強化する観点から、当該職業に関連
する事業を行う者等（産業界等）の協力を得て、教育課程を
編成し、円滑かつ効果的に実施するため、教育課程連携協議
会の設置を義務付け

学 位 修士（○○）
○○修士
（専門職）

法務博士
（専門職）

教職修士
（専門職）

認 証 評 価 －

教育課程や教員組織等の教育研究活動の状況について、
文部科学大臣より認証を受けた認証評価団体の評価を５
年毎に受審することを義務付け、教育の質保証を図る仕
組みを担保

修士課程との制度比較



H16
年度

H17
年度

H18
年度

H19
年度

H20
年度

H21
年度

H22
年度

H23
年度

H24
年度

H25
年度

H26
年度

H27
年度

H28
年度

H29
年度

H30
年度

R1
年度

R２
年度

合計

新規開設数 68 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 74

募集停止数 0 0 0 0 0 0 0 1 0 4 2 13 9 2 4 4 0 39

廃止数
（年度末時点）

0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2 13 4 6 2 0 29

設置数
（年度当初
時点）

68 74 74 74 74 74 74 74 74 73 73 72 70 57 53 47 45

令和２年度以降も学生募集を継続する予定の法科大学院は３５校

法科大学院設置数の推移
R2.10現在



北海道 ５０
北海学園 －

東北 ５０

千葉 ４０

筑波 ３６
東京 ２３０
一橋 ８５
東京都立 ４０
青山学院 －
学習院 ３０
慶應 ２２０
駒澤 ３６
上智 ４０
成蹊 －
専修 ２８
創価 ２８
中央 ２００
日本 ６０
法政 ３０
明治 ４０
立教 －
早稲田 ２００

横浜国立 －
桐蔭横浜 －

名古屋 ５０
愛知 ２０
南山 ２０

金沢 １５

大阪 ８０
大阪市立 ３０
関西 ４０
近畿 －

神戸 ８０
関西学院 ３０
甲南 －

岡山 ２４

広島 ２０

九州 ４５
西南学院 －
福岡 ２０

琉球 １６

入学者選
抜実施校

入学定員

国立 １５ ９８１

公立 ２ ７０

私立 １８ １,１８２

計 35 ２,２３３

・「－」は令和２年度に学生募集を

実施しない法科大学院（１０校）

・下線は夜間開講を実施している大学

京都 １６０
京都産業 －
同志社 ７０
立命館 ７０

法科大学院の設置状況（令和２年度）



【法科大学院】 令和2年5月1日現在

区分 大学院名 研究科名 専攻名 学位名称 入学定員 位置 開設年度

国立 北海道大学大学院 法学研究科 法律実務専攻 法務博士（専門職） 50  北海道 平成16年度

国立 東北大学大学院 法学研究科 総合法制専攻 法務博士（専門職） 50  宮城県 平成16年度

国立 筑波大学大学院 人文社会ビジネス科学学術院 法曹専攻 法務博士（専門職） 36  東京都 平成17年度

国立 千葉大学大学院 専門法務研究科 法務専攻 法務博士（専門職） 40  千葉県 平成16年度

国立 東京大学大学院 法学政治学研究科 法曹養成専攻 法務博士（専門職） 230  東京都 平成16年度

国立 一橋大学大学院 法学研究科 法務専攻 法務博士（専門職） 85  東京都 平成16年度

国立 金沢大学大学院 法学研究科 法務専攻 法務博士（専門職） 15  石川県 平成16年度

国立 名古屋大学大学院 法学研究科 実務法曹養成専攻 法務博士（専門職） 50  愛知県 平成16年度

国立 京都大学大学院 法学研究科 法曹養成専攻 法務博士（専門職） 160  京都府 平成16年度

国立 大阪大学大学院 高等司法研究科 法務専攻 法務博士（専門職） 80  大阪府 平成16年度

国立 神戸大学大学院 法学研究科 実務法律専攻 法務博士（専門職） 80  兵庫県 平成16年度

国立 岡山大学大学院 法務研究科 法務専攻 法務博士（専門職） 24  岡山県 平成16年度

国立 広島大学大学院 人間社会科学研究科 実務法学専攻 法務博士（専門職） 20  広島県 平成16年度

国立 九州大学大学院 法務学府 実務法学専攻 法務博士（専門職） 45  福岡県 平成16年度

国立 琉球大学大学院 法務研究科 法務専攻 法務博士（専門職） 16  沖縄県 平成16年度

981

公立 東京都立大学大学院 法学政治学研究科 法曹養成専攻 法務博士（専門職） 40  東京都 平成16年度

公立 大阪市立大学大学院 法学研究科 法曹養成専攻 法務博士（専門職） 30  大阪府 平成16年度

70

私立 学習院大学大学院 法務研究科　　　  法務専攻　　　　  法務博士（専門職） 30 東京都 平成16年度

私立 慶應義塾大学大学院 法務研究科　　　　  法曹養成専攻 法務博士（専門職） 220 東京都 平成16年度

私立 駒澤大学大学院 法曹養成研究科  法曹養成専攻   法務博士（専門職） 36 東京都 平成16年度

私立 上智大学大学院 法学研究科　　　　　 法曹養成専攻　　　　　 法務博士（専門職） 40 東京都 平成16年度

私立 専修大学大学院 法務研究科 法務専攻 法務博士（専門職） 28 東京都 平成16年度

私立 創価大学大学院 法務研究科                法務専攻                 法務博士（専門職） 28 東京都 平成16年度

私立 中央大学大学院 法務研究科           法務専攻            法務博士（専門職） 200 東京都 平成16年度

私立 日本大学大学院 法務研究科            法務専攻            法務博士（専門職） 60 東京都 平成16年度

私立 法政大学大学院 法務研究科         法務専攻            法務博士（専門職） 30 東京都 平成16年度

私立 明治大学大学院 法務研究科          法務専攻            法務博士（専門職） 40 東京都 平成16年度

私立 早稲田大学大学院 法務研究科　　　　　 法務専攻            法務博士（専門職） 200 東京都 平成16年度

私立 愛知大学大学院 法務研究科　　           法務専攻               法務博士（専門職） 20 愛知県 平成16年度

私立 南山大学大学院 法務研究科　　　 　　　 法務専攻               法務博士（専門職） 20 愛知県 平成16年度

私立 同志社大学大学院 司法研究科             法務専攻               法務博士（専門職） 70 京都府 平成16年度

私立 立命館大学大学院 法務研究科　　　　　 法曹養成専攻　　　　　 法務博士（専門職） 70 京都府 平成16年度

私立 関西大学大学院 法務研究科    法曹養成専攻    法務博士（専門職） 40 大阪府 平成16年度

私立 関西学院大学大学院 司法研究科　 　　 法務専攻          法務博士（専門職） 30 兵庫県 平成16年度

私立 福岡大学大学院 法曹実務研究科　 法務専攻　 法務博士（専門職） 20 福岡県 平成16年度

1,182

2,233

令和２年度法科大学院一覧

注：令和2年4月からの募集停止を表明している大学は除く

小計：国立１５大学　１５専攻

小計：公立２大学　２専攻

小計：私立１８大学　１８専攻

法科大学院合計：３５大学　３５専攻

注：開設年度は最初に設置された年度とする


